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本研究では、高等教育システムにおける中心周辺構造が変動していることを検証し、変動を

起こした中国と日本の行動に着目し、両者の比較から高等教育中心周辺構造の可変理論を提示

する。

まず、第一章では、高等教育システムに「中心」と「周辺」構造が存在し、「周辺」は「歴史

的伝統」、「知識の生産」、「知識の伝達手段」、「共通言語」、「頭脳流出」という5つの面におい

て「中心」に従属しており、そしてその従属関係は比較的不動の枠として継続するという高等

教育中心周辺論の概念およびそれに対する批判を踏まえつつ、グローバル化時代における高等

教育システムの中心構造に変動が起きていることを検証し、その変動に説明できる理論的枠組

みがまだないと論じ、本研究の目的は高等教育中心周辺構造の可変理論を提起することである

ことを述べる。

第二章では、先行研究、政策文章および筆者が中国で実施したインタビュー調査とアンケー

ト調査を通して、中国の大学の歴史的発展経緯を整理し、「歴史的伝統」は西洋のものであるこ

とを確認したうえ、ほかの４要素での中国の対応と実態を明らかにし、中国では、「知識生産」、

「共通言語」、「知識の伝達手段」、「頭脳流出」において、欧米への従属から脱却しようとして

いることを論じる。1990年代半ばから少数の大学への傾斜的な・多額な財政支援、欧米など中

心大学との国際共同研究の推進などによる大学の研究力の向上を通して、知識の生産者になろ

うとしている一方、周辺国に中国知識を提供することによって、知識の消費者を作ろうとして

いる。また、2001年に世界経済システムに参加すること（WTO加盟）をきっかけに、英語教育

を推進し、英語への従属関係を強化したが、それと同時に中国語の海外普及の推進、2010年代

後半から英語以外の非通用語教育の強化を通して、国際交流における中国語の重要性を向上さ

せる一方、英語の重要性を弱めて、高等教育における英語の支配地位を覆そうとしている。知

識の伝達手段において、中国のジャーナルの英語化により中国のジャーナルのプレゼンスを高

める一方、中国語ジャーナルの発展と海外推進に力を入れることによって、欧米のジャーナル

への従属から脱却しようとしている。「頭脳流出」問題において、中国人留学生の海外留学を支

持するとともに、呼び戻しを全力的に推進することによって、頭脳流出から頭脳循環に転換し

ようとしている。他方、最近の動向では大学の教材の使用において、外国の教材の使用を制限

しつつ、中国の教材の使用や中国特色のある社会主義教育の強化によって、欧米への精神的従

属が発生しないように行動している。つまり、中国は高等教育の軸を変えようとし、中心にな

ろうとしている。



第三章では、先行研究と政策文章および公開資料などの分析を通して、日本の大学の「歴史

的伝統」は西洋のものであることを確認したうえ、日本では、「知識生産」、「頭脳流出」におい

て脱却しようとしているが、「共通言語」、「伝達手段」において従属関係を強化していることを

論じる。日本は明治維新から科学技術を積極的に導入し、欧米の知識の消費者でありなが

ら、社会を発展してきた。1960、70年代の高度経済成長を遂げたことにつれ、工業先進国

としての日本は世界における地位そして国際貢献を意識しはじめた。そのような意識の下

で、世界の知識生産者の一員になることを図り、傾斜的な財政支援などを通して大学の自

主研究と知識生産に力を入れるようになった。だが、その他の要素における従属関係に関

心を払わなかった。2000年代から日本は知識の生産者であることを維持しようとする一方、

中国などアジアの国の台頭により、英語教育の推進、日本人学生や研究者の海外派遣、国

際ジャーナルへの投稿の推進など欧米への従属関係を自ら強めている。つまり、日本は半

周辺を維持し、中心へ移動しようとしていない。

第四章では、第二章と第三章の結果に基づき、中国と日本の比較分析を通して、共通点は知

識の生産者になること、頭脳流出を食い止めて頭脳を確保することであること、相違点につい

て、中国は中国語を世界共通言語にしようとしていることに対して日本は英語を世界共通言語

として全面的に推進していること、中国は欧米からの精神的従属から脱却しようとしているが、

日本は精神的従属を問題視していないこと、を論じる。この共通点と相違点の分析を通して、

高等教育システムにおける従属関係への対応をモデル化し、その上で構造の可変性を説明する

理論を提示する。そこでは、日本の事例から、「知識生産」と「頭脳確保」では従属から脱却し

ようとするが、「共通言語」と「知識の伝達手段」では従属を強化するという対応パターンを「従

属発展モデル」とし、中国の事例から、「知識生産」、「頭脳確保」、「共通言語」、「伝達手段」で

は従属から脱却しようとするという対応パターンを「従属挑戦モデル」とする。周辺から半周

辺へ移動するには、「従属発展モデル」が適用され、半周辺から中心へ移動するには、「従属挑

戦モデル」が適用される。

結論では、中心周辺構造は可変であり、「従属モデル」から「従属発展モデル」へ、「従属発

展モデル」から「従属挑戦モデル」へ変化していくのはそのプロセスであるという中心周辺可

変論を提示する。






